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現  状 改 善 策

旧耐震設計法によって設計されたコンクリート構造物の中
には、現行の耐震設計法におけるレベル２地震動に相当する
地震力を受けた場合に、部材のせん断耐力が不足することが
懸念されるものがあります。特に、供用中の地下構造物では
構造物の内側からしか補強できず、現実的にはせん断補強を
行うことが困難です。そこで、プレート定着型せん断補強鉄
筋「Head-bar」の技術を応用して効果的な既設構造物の耐震
補強工法を開発しました。
「Post-Head-bar」は鉄筋両端部に摩擦圧接によりプレー
トを取り付けたもので、これを既設コンクリート構造物に削
孔した孔内に定着することにより従来は補強が困難であった

既設地下構造物や堰・水門・橋台などに対する耐震補強に有効
です。
なお、使用できる「Post-Head-bar」は片端矩形プレート

型、両端円形プレート型、機械式継手型（片端矩形プレート）
および機械式継手型（両端円形プレート）の４タイプでそれぞ
れ以下の鉄筋径が適用できます。
片端矩形プレート型：D13～D32
両端円形プレート型：D13～D32
機械式継手型（片端矩形プレート）：D13～D29
機械式継手型（両端円形プレート）：D13～D29

「Post-Head-bar」で補強したコンクリート構造物の単位幅当りのせん
断耐力が以下の式で算出できることが部材実験により確認されています。

Vpyd＝Vcd + Vsd + Vphb　
Vphb =βaw Vawd
βaw = 1−ly /{2・（d−d’）}（片端矩形プレート型）
βaw = 1−ly /{（d−d’）}（両端円形プレート型）
ただし、βaw≦0.9

技術の概要

せん断耐力の算定法

片端矩形プレート型

SD295 SD345　片端矩形プレート型

SD295 SD345　両端円形プレート型

両端円形プレート型

手前側 手前側埋込側 埋込側

βaw	： 「Post-Head-bar」のせん断耐力向上への有効性を示す係数
  ly	 ： 鉄筋の種類毎に決定された「Post-Head-bar」に必要な定着長
d−d’： 補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔（d−d’≧ly）

ここに、
Vcd, Vsd, Vphb, Vawd：RC部材の単位幅当たりのせん断耐力で、それぞ

れ、コンクリートの分担分、せん断補強鋼材の分担分、「Post-
Head-bar」の分担分、「Post-Head-bar」を通常のせん断補強鋼
材とみなした場合の分担分を表している。
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Post-Head-bar

補強後の部材の骨格曲線は、補強前の
せん断補強鉄筋と「Post-Head-bar」を合
わせた実配置に対し、変形性能に寄与する
補強後のせん断補強鉄筋量の設定値に上限
を設けた部材として算定できることが確
認されました。ただし、変形性能に寄与
する補強後のせん断補強鉄筋量の上限値
は、「Post-Head-bar」の矩形プレート側
で0.30%、円形プレート側で0.15%と
する必要があります。

じん性に対する照査法

施工法および施工事例

標準的な施工手順は、①鉄筋探査、②削孔、③PHbモルタルの先充てん、
④「Post-Head-bar」の挿入設置、⑤断面修復となります。本工法は2005年
12月に建設技術審査証明を取得してから道路、浄化センター、ポンプ場、鉄
道、浄水場、水門、排水路など既に895件・153万本以上の実績があり安定
した施工法が確立しています。

空港連絡地下道への適用例

「Post-Head-bar」の施工実績

θm ＝（δmb+ θmp･(La－（ 0.5d + 0.05La）)/2） / La
θmp＝{0.021(kw0･pw + kw0,phb･pw,phb) + 0.013} /(0.79･pt + 0.153)

　　　　ただし，0.021(kw0･pw + kw0,phb･pw,phb) + 0.013≦0.04，
　　　　　　　　0.79･pt + 0.153≧0.78
　　　　　　　　kw0･pw + kw0,phb･pw,phb≦0.15（円形プレート側），
　　　　　　　　0.30（矩形プレート側）

　　　　ここに，	 θm	 ： 最大耐荷力点における変形量（回転角）
	 δmb	 ： 塑性ヒンジ部以外の曲げ変形による変位
	 θmp	 ： 塑性ヒンジ部の回転角
	 pw	 ： 既存の帯鉄筋比（%）、pt：引張鉄筋比(%)
	 pw,phb	 ： 「Post-Head-bar」 に関するせん断補強鉄筋比（%）
	 kw0	 ： 既存の帯鉄筋強度を考慮する係数
	 kw0,phb	： 「Post-Head-bar」 の鉄筋強度を考慮する係数
	 La	 ：せん断スパン、d：断面の有効高さ

PHbドリル対象施設 施工件数
道路・地下街 地下道・道路橋他 54件

浄化センター（ポンプ場含む） 最終沈殿池・ポンプ室他 441件
鉄道 地下駅舎・トンネル部他 11件
浄水場 配水池他 142件
水門 津波対策用防潮水門他 180件
排水機場 排水機場他 39件
排水路 地下排水路他 19件

発電所・プラント 貯水池・水路他 9件

2020年10月1日現在

施工中案件を含む 合計：895件　1,530,000本以上

両端円形プレート型片端矩形プレート型施工手順

埋込側 埋込側手前側 手前側

①	摩擦圧接したプレートの突起により補強筋先端の定着性能が向上します。
②	「Post-Head-bar」が構造物と一体で挙動することでせん断破壊に対する安全性が向上します。
③	既設の地中コンクリート構造物においても、内空側からの施工による耐震補強を実現します。
④	狭い空間や複雑な部位など、制約の大きい補強工事にも容易に適用可能です。
⑤	幅広い鉄筋径・鉄筋強度に対応しています。
⑥	両端円形プレート型や機械式継手型を追加したことにより、これまでより合理的なせん断補強工事が可能となります。 

技術の特徴



技術の適用範囲

審査証明の結果

Post-Head-bar
後施工プレート定着型せん断補強鉄筋

Post-Head-bar

技術保有会社/お問い合わせ先

審査証明有効期間

2020年12月21日～2025年12月20日　（内容変更：2020年12月21日）

大成建設株式会社	 技術センター　社会基盤技術研究部　材工研究室	 TEL：045-814-7231
成和リニューアルワークス株式会社	 工事統轄部　技術部　品質・技術室	 TEL：03-3568-8560

（1）力学的性能 
①後施工せん断補強鉄筋の定着性能
後施工せん断補強鉄筋の実降伏荷重を発揮するために必要

な円形プレート側の定着長が、鉄筋種類および鉄筋径に応じ
て設定できることが確認された。

②施工後のせん断耐力
「Post-Head-bar」のせん断耐力への寄与分は、新設構
造物に一般に用いられている半円形フックタイプのせん断
補強鉄筋が受け持つせん断耐力の算定方法において「Post-
Head-bar」の規格降伏強度を使用して求めた値に対し、適用
部材の軸方向鉄筋間隔および「Post-Head-bar」円形プレー
ト側の必要定着長から評価される有効係数を乗じたものとし
て評価できることが確認された。ただし、有効係数の上限
値は0.9とする。せん断スパン比が小さい部材に対しても、
SD345以上の「Post-Head-bar」により補強した場合には、
せん断スパン比が小さい部材に適用されるせん断耐力算定式
に「Post-Head-bar」の有効係数を用いて評価できることが
確認された。

③施工後の変形性能
新設構造物で一般に用いられる半円形フックタイプのせん

断補強鉄筋を用いた部材の軸方向鉄筋の座屈が生じるまでの
変形レベルと同等のじん性率が確保されることが確認された。
補強後の部材の骨格曲線は、補強前のせん断補強鉄筋と

「Post-Head-bar」を合わせた実配置に対し、変形性能に寄
与する補強後のせん断補強鉄筋量の設定値に上限を設けた部
材として算定できることが確認された。

（2）施工性
①適用部材
背面に地盤や水、機器などの障害物などがあることで片側

からしか施工できないRC部材に対しても、せん断補強でき
ることが確認された。

②施工の容易性と迅速性
狭い空間や複雑な部位において、大型機材によらず短時間

に施工できる作業の容易さがあることが確認された。

① 地震時の変形量が限定される地中構造物など、背面に地
盤などがあり片側からしか施工できない制限を有する既
設コンクリート構造物に対して、後施工によるせん断補
強の目的で用いる。

② 堰、水門、橋台や橋脚等の既設の半地下および地上構造物
に適用する場合には、地中構造物の場合と同様にせん断
補強の目的で用いるものとし、現状で曲げ破壊モードに
ある構造物の変形性能の更なる改善を目的とする補強に
用いてはならない。せん断補強により2次的に得られる
変形性能を考慮する場合には、変形の応答値は変形性能
に寄与する補強後のせん断補強鉄筋量の上限を「Post-
Head-bar」の矩形プレート側で0.30％、円形プレート
側で0.15％として求めた部材の骨格曲線の範囲内に限
定する。

③ 杭で支持される橋脚のフーチングのようなせん断スパン
比の小さい部材に対して、後施工によるせん断補強の目
的で用いる。

④ 「Post-Head-bar」を配置するせん断スパン方向の最大間
隔は、補強対象部材の有効高さの1/2倍以下とする。なお、
補強前の構造物内に配置されているスターラップ等の位
置が明確であれば、それらの鉄筋を考慮してもよいもの
とする。

⑤ 補強対象部材の圧縮鉄筋と引張鉄筋の間隔(d－d,)と円形
プレート側の必要定着長lyについて、片端矩形プレート
型「Post-Head-bar」の場合は(d－d,)≧ly、両側円形プ
レート型「Post-Head-bar」の場合は(d－d,)≧2ly を満
たす場合に適用できる。ただし、鉄筋の呼び名がD32の
両端円形プレート型「Post-Head-bar」については、(d－
d,)≧710mmも満たす場合に限り適用できる。

⑥ 適用可能な削孔長の標準値は横向き施工・下向き施工で
9m以下、上向き施工で3.5m以下とし、大型構造物な
どでこれよりも長くなる部材へ適用する場合には、別途
施工試験を行ってモルタル充填性などを確認する。
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